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多摩市桜ケ丘地区における高齢化の進展と持続的な街づくりの取り組み
樋口民夫・杉浦芳夫・坪本裕之
I はじめに
世界保健機関（WHO）による と， 全人口の 7%
が65歳以上の高齢で占められている状態を高齢化
社会，15%を越えると高齢社会と定義されている．
わが国では，平均寿命の延び・少子化・晩婚化等
によって，高齢化社会から高齢社会に移行する速
度が欧米諸国に比して極めて速しさらに十数年
後には団塊世代が高齢期に達し，21世紀初頭には，
4人に l人が高齢者で占められる「超高齢社会J
を迎えると予測されている．政府としては，来た
るべく超高齢社会に向けて1989年12月に「高齢者
保健福祉推進十カ年戦略」，いわゆるコ、ールドプラ
ンを策定し，高齢者保健福祉分野での基盤整備を
進め，さらに1990年には老人福祉法，身体障害者
福祉法等のいわゆる福祉関連八法を改正した．そ
れによって，各市町村の権限移譲とともに保健福
祉推進計画を義務づけ，在宅福祉が法制化された．
また，市町村の役割が法的に明確になり，国中心
の社会福祉から，地方自治体中心の社会福祉への
方向転換も明らかになった．
しかし，現実には，高齢化の進展は一様ではな
い．一般に，戦後のわが国の山間（農村）部にお
いては，若年層の都市部への流出に伴う人口減少
が起こり，その結果として高齢者が残留するとい
う相対的な高齢化の進展が先行的に認められてい
る．しかし，高齢化の進展に関して山間部と対極
にある都市部においても，都心地域のいわゆるイ
ンナーシティでは山間部と同様な現象が生じてい
る．それは， 1970年代のオイルショ ック以降の，
産業構造再編による都心地域の業務地区への純化
が居住人口の減少を引き起こし，結果として相対
的な高齢化の上昇を招いたことによっている（高
橋， 1992）.例えば，東京都の高齢化分布は， 23区
都心部と西部奥多摩山間部の2極構造を基調とし
ている（第1図）．
ところが，現在において高齢化の低水準地域と
考えられる大都市郊外地域についても，詳細にみ
れば，ニュータウン地域と古い持ち家地域との間
では高齢化の地域差が生じている（中林・矢野，
1990）.わが国最大のニュータウンである多摩
ニュータウンの開発自体，昭和30年代に東京大都
市圏に流入した団塊世代の受け皿を目的としてい
たので，入居時期を同じくし人口属性的にも偏
りが生じている．そのため，近い将来高齢化が一
気に進むことが予想される． 他方，一戸建て地区
における高齢化の進展速度の速さが指摘されてお
り（賞ほか， 1991），古い一戸建て地区においては
住民の加齢に伴う深刻な高齢化が進行しているも
のと予想される．
大都市近郊地域の高齢化の問題が山間部や都心
部と違うのは，住民の加齢に伴う直接的な高齢化
によるその絶対数の多きであるとともに，これら
のニュータウンや戸建て地区のほとんどが丘陵地
にありながらも，計画・設計において厚生上の配
慮に欠けていた点にある．つまり，当時の宅地難
が与える緊急性と，入居者の大半を団塊世代と想
定していたために， 中高層住宅棟で、のエレベータ
の欠知，スロープのない長い階段，急、な坂などが
後になって改めて日常行動に影響を及ぼすことに
なったのである．例えば，多摩ニュータウン初期
の開発地域である諏訪・永山地区については，開
発当初問題視されなかった坂道や長い階段が高齢
者の日常行動に影響を与えていることが，実際に
高齢となった住民の行動の分析を通して明らかに
されている（三谷ほか， 1995).
さらに，丘陵地における戸建て地域の場合，民
間業者の開発によるものが多いが，公的開発主体
と違い利潤追求を第ーとするため，道路や公園等
に割り当てるオープンスペースの割合が低 〈（松
原， 1984），ニュータウン以上に急な斜面上に宅地
造成する場合がある．とくにそうした地区におい
ては，定住志向が強い持ち家指向の住民の加齢に
より，高齢化がいち早〈 到来することが予想され
る．そのため，早急な高齢化対策がニュータウン
以上に必要で、ある．さらに，画一的な一戸建てを
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第 1図 東京都の高齢化分布（1995年）
出典 『平成7年度国勢調査報告』
また，ニュータウン開発をはじめとした公的開発
主体による大規模な住宅地における高齢化研究で
は，ハー ド面の環境整備に対して，住民は所与の
環境の下で受動的に生活するものとして議論され
ている．
ところで，高齢化を迎える上での政策概念とし
て，ノーマライゼーションの考えが普及し始めて
いる．ノー7 ライゼーションとは，高齢者のみな
らず，障害を持つ人，待たない人に関係なし人
は皆，社会の構成員として共に生き，共に暮らす
ことを当然とする考えを指し，それを目標として
生活の基盤整備（広義の街づくり）が進められて
いる（井上， 1998）.その実践手段の一つがバリア
フリー の街づくり（狭義の街づくり）であり，建
物や街中の段差の解消への取り組みなどはその具
体例である．しかし，わが国の宅地整備には，こ
の概念が開発当初から徹底されていない場合が多
い．そもそもこの考え方が本格的に普及したのは，
戦後の二度のベビーブームによるわが国の人口構
成の偏りから，近い将来わが国の急激な高齢化の
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有する地区は，持ち家ゆえに転居モビリティが低
しその最たるものが高級住宅地である．とりわ
け丘陵地開発地域での起伏の多さは，高齢者に
とって，入居当時の住環境の良さという長所より
も，高齢者の日常行動に対する障害という短所を
意識させるようになる可能性がある．
こうした地域は，街が成熟していく過程で，開
発業者だけでなく，住民も積極的に住宅地形成に
関与する傾向にある．良好な住環境を求めて，戸
建て地区に転居した住民によって構成されている
高級住宅地区においては，かつての田園調布や成
城がそうであったように（江波戸， 1987），その傾
向は一層強い． 例えば，民間資本により良質な住
宅地開発が進められた大阪府狭山市自由丘では，
住民らが町名変更・建築協定等の取り組みを通じ
て積極的に周囲との差別化を図ることにより，高
級住宅地のアイデンティティをより強化してきた
（水内・綿， 1996）.そうした地域でも高齢化が進
んでいることは指摘されているが，そのことと住
環境との関係の考察にまて、は立ち入っていない．
進展が間違いないと認識され始めて以後のことで
ある．
なかでも丘陵地で開発された住宅団地の多くで
は，開発当初の高齢化率の低さと戦後の住宅難を
背景とした住宅供給の緊急性ゆえに，バリアフ
リー の街づくりが考慮されていない．また，非高
齢者中心の入居当時の人口構成の偏りも加わり，
開発側にノーマライゼーションに対する意識の希
薄さがあった．そのため，現在，丘陵地での画一
的な住宅団地においては，段差のバリアフ リーの
普及が急務であるといわれている．欧米は早くか
らそうした考えが浸透していたが，わが国におい
てはその取り組みが開始されたばかりである．そ
れは，例えば，パスや路面電車等の公共交通の低
床化から超低床化，さらにノンステップへの取り
組みがようやく始まったばかりであるという事実
に如実に現われている．
このように，戸建て地域の高齢化問題を考える
時に， 与えられた物的環境整備の問題にとどまら
ず，街が成熟する過程において住民が繰り広げる
「その後のまちづくりjの行動まで含めて議論され
ることはなかった．本稿は，深刻な高齢化が予想、
される丘陵地での戸建て高級住宅地を対象とし
て，地区の開発当初から現在までの，民間開発業
者と住民による街づくりの中で結果として生じた
高齢化に伴う問題を，高齢者の日常行動を通して
検討することを目的としている．
I 研究対象地域と研究方法
1 .研究対象地域の概観
多摩丘陵地域は， 地形的制約のため，都心から
の距離に比して宅地開発が遅れ，当初建設省の定
める都市計画区域からはずれていた．そのため，
昭和30年代に入ると東京大都市圏での宅地難を背
景に， 都市計画区域外における規制の甘きもあっ
て，民間開発業者による多摩丘陵での無秩序な宅
地造成が展開された（第2図）．
研究対象地域である多摩市桜ケ丘地区（第3図）
は，京王帝都電鉄（現京王電鉄）が比高80mもの
丘陵地を階段状に宅地造成した住宅地区である．
約26万坪というその開発規模は京王最大級の事業
で，当時の住宅難にもかかわらず， 1区画平均面
積130坪，1坪4万円という高値で，しかも当時と
第2図 多摩丘陵における宅地造成
出典 昭和41年改測・昭和58年修正測量の2万5千分のl地形図「武蔵府中j図幅より作成．
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多摩市地域概念図と桜ケ丘地区位置図
制を施行し，多摩市となり，
を迎えるのである．
桜ケ丘は，位置的には京王線聖蹟桜ケ丘駅と京
王相模原線永山駅の中間に位置するが，当地区が
丘陵地上にあり，地形的に孤立した環境（写真1・
2）にあるため，聖蹟桜ケ丘駅から当地区に至る
には，長い階段 ・坂を経由しなければならない．
そのため，当地区へのアクセスの便として，分譲
開始当時より聖蹟桜ケ丘駅から京王パスが運行き
れている！）.1時間当たり 3本運行されているが，
岡市は激しい宅地化
第3図
しては下水道処理施設の完備した画期的な高級住
宅地（長津， 1965）として，昭和37年より当時の
多摩村において 4丁目から，3丁目， 2丁目， 1 
丁目の順に分譲された．同開発に合わせて，昭和
38年京王電鉄は，京王線に特急を新設し，聖蹟桜ケ
丘駅を特急停車駅として，同開発のイメージを向
上させようとした．またこの住宅地区への入居に
より，多摩村は昭和39年4月1日町制を施行し，
多摩町となった．そして，わずか6年後の昭和45
年，多摩ニュータウン入居開始を期に多摩町は市
桜ケ丘4丁目北端からの聖蹟桜ケ丘駅方
面の眺望（右端のビルが京王百貨店）
写真2
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聖蹟桜ケ丘駅南方の丘陵地上にある桜ケ
丘地区（1998年3月撮影，以下同様）
写真 l
第4図 桜ケ丘地区の道路・住宅状況（a）とパス停の分布（b)（平成10年2月現在）
終点の桜ケ丘2丁目までの聞に停留所は，霞ヶ関
橋，浄水場，桜ケ丘4丁目，桜ケ丘3丁目の四つ
しかない（第4図）．桜ケ丘4丁目のバス停がある
桜ケ丘地区の中心部にはロータ リー があり，八百
屋・魚屋・肉屋・パン屋・米屋・薬局等の個人商
店および郵便局が立地する地区センターがある
（写真3・4）ほか，自治会を聞くための集会所も
写真3 桜ケ丘地区の中央に位置する地区セン
ター
57 
ある．
私鉄資本による大規模住宅地開発は，高い利益
の得られる宅地造成とそこに居住する利用客確保
を目的とする（松原， 1982a）が，桜ケ丘の場合も，
当時鉄道業の不振が続いた京王電鉄が，多摩川を
超えた多摩丘陵地域に宅地を造成し，都内への通
勤者を増やそうとしたことと関係している．この
写真4 地区センターに立地する公共施設（右側の
建物が郵便局，左側の建物が警察派出所）
点では，東急電鉄の田園都市開発のねらいと同様
である．ただし開発手法から見れば，京王電鉄
の全面買収方式に対して，東急電鉄は，東急、主導
による組合土地区画整理事業であり，それによっ
て大規模に駅周辺開発と総合的な宅地整備ができ
た（松原， 1982b）反面，宅地整備後の東急電鉄に
よる高級住宅地化と地主の零細な民間アパート建
設にみられるように，土地利用上の差異が生じた．
一方，京王の場合は，おおむね広い区画の分譲地
を供給することができた．それに加えて，高級住
宅地から得られるイメージの向上，つまり田園調
布や成城を沿線に抱える「人気の東急↓「人気の
小田急」（今朝洞， 1979）に続いて，「人気の京王J
を目指すことにより沿線の開発を促進させ，さら
にそこから生じる利用者の増大という相乗効果の
ねらいが京王側にあった．また，自治体にしてみ
ても，もともと基幹産業が乏しし都市計画区域
からはずれているため，周辺地域と比べて都市化
の波から取り残されているという危機感があっ
た．こうした事情から，大規模宅地開発を契機と
して，同村への都市化到来の期待を持っていた自
治体と開発側の利害が一致することになった．こ
の結果，大規模的で良好な住景観（環境）をセー
ルスポイントとして，桜ケ丘の分譲が始まったの
である．
当地区は，現在もそのほとんどが第1種低層住
居専用地域で，定住性の高い良質な戸建て地域で
ある（写真5）.しかも，住民の多くが高学歴者・
（元）高額所得者で占められている幻ことにより，
田園調布や成城でみられるような誇り高いエリー
ト意識を有した住民の住宅地への愛着が，街が成
写真5 桜ケ丘2丁目の町並み
熟する過程において，住民による積極的な「街づ
くり」を展開させることになっていったのである．
2.研究方法
以下，第II章では，まず，平成7 (1995）年の
『国勢調査報告』を資料にして，桜ケ丘の高齢者比
率を町丁目ごとに算出し，多摩市の高齢化状況を
明らかにするとともに，桜ケ丘地区を多摩市の中
てや位置つやける．次に，総務庁統計局作成の平成7
年国勢調査基本単位区別集計3）を用い，国勢調査
基本単位区域というミクロなスケールにおいて，
桜ケ丘地区内の高齢化状況を分析する．そうした
内的要因に加えて，当地区の成熟過程における住
宅地形成を外的要因とも関連づけ，高齢化分布と
の因果関係を検討する．また，家族構成の変化を
通して，戸建て住宅地における高齢化の過程を考
察する．
第IV章では，現在の当地区の高齢者の日常行動
（生鮮食料品の買物行動，通院行動，および余暇行
動）にみられる問題点を，当地区の高齢者に対し
て行なったアンケート調査結果を基に検討する．
なお，これらのアンケート調査の結果は，第II章
と第V章でも，随時必要に応じて使用している．
さらに，第V章では，丘陵地の一戸建て地区が成
熟期に達した時，街が直面した深刻な高齢化の中
で，住民の要望が受け入れられて実現したミニパ
ス導入を例に，当地区の持続的な街づくりを求め
た住民とそれに対する自治体の対応、について，京
王電鉄 ・市役所 ・桜ケ丘連合会で、の聞き取り調査
に基づき考察する．
皿桜ケ丘地区の高齢化と住環境保全の
取り組み
1 多摩市の高齢化状況からみた桜ケ丘
多摩市は，昭和45年の多摩ニュータウン入居開
始をきっかけとした団塊世代の大幅な流入によ
り，全国的にみても高齢化の進展が遅〈，現在に
おいても東京都の中では最も「若い」行政市であ
るといえる（第1図参照）．しかし，本市の場合，
第5図に示すようにニュータウン地区4）とそれ以
外の既存地区との問で高齢化の進展に差があり，
一般に既存地区において高齢化が進行している．
多摩市の高齢化の進展の様子をさらに詳しくみる
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口 2.6 軸未満
図 2.6～5.2 帖未満
圏 5.2～7.8 帖未満
園 7.8～10.4叫未満
• 10.4 岨以上
第5図 多摩市町丁別人口・年齢構成（上図）と町丁別後期高齢者の分布（下図）
注） 後期高齢者は75歳以上の人を指す．
出典 『平成7年度国勢調査東京都区市町村町丁別報告』
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と，ニュ ー タウン地区の場合，新住宅市街地開発
事業区域と土地区画整理事業区域との問でも地域
差が認められる． とりわけ，前者の戸建て住宅の
存在しない画一的な住宅団地の分布する地区は，
現在，市内でも最も高齢化の進展が遅い地域であ
るが，人口構成において団塊世代および団塊ジュ
ニア世代の突出により，今後急激な高齢化の進展
が予想、される．
一方，もともと農地の卓越する農村集落だった
土地区画整理事業区域においては，区画整理後の
土地利用はその土地所有者に委ねられていること
もあり，従来からの戸建て住宅のほかに，民間ア
ノマー 卜，さらに近年の大学の郊外移転に伴って増
加した学生層をねらっての多くのアパー ト ・ マン
ションの建設がみられる． これに起因する相当数
の若年層の流入 （三谷ほか，1995） によって，こ
の区域は人口構成的に若年層から老年層まで幅広
い年齢層を抱えている． こうした傾向は，既存地
区についても同様である．
既存地区のうち，現在最も高齢化が深刻なのは，
昭和30～40年代に宅地分譲された古い戸建て地域
であり，桜ケ丘地区や連光寺地区の京王ーの富団
地 （第2 ・ 5図参照） がこれにあてはまる． また，
昭和50年以降に造成された低層住居専用地域にお
いても，今後かなりの高齢化が予想される． 総じ
て，ニュ ー タウン地区においても，既存地区の戸
建て地区においても，開発が古い所ほど定住期間
が長いために高齢化が進んでいるといえる．
とくに当地区は，高級住宅地として坪当たりの
単価が高〈，広区画で分譲されたので，分譲地を
取得できたのは高額所得者に多く，入居時点にお
いて社会的地位のある壮年層の割合が比較的多
かったと思われる． これが，30代中心の団塊世代
が流入した ニ ュ ー タウン地区との決定的な違いで
ある．
桜ケ丘地区の高齢化率の経年変化 （第6図） を
みると，多摩ニュ ー タウン入居開始以後，多摩市
全体の高齢化率は微増であるのに対し，桜ケ丘地
区の高齢化率は顕著な伸びが認められ，そこから
定住性の高さがうかがえる． しかし，当地区の高
齢化の顕著な進展の原因は，後述の如〈，実際，
街が成熟していく過程において，結果的に定住指
向につながっていく住民の街づくりへの働きかけ
による所も大きいのである．
2.桜ケ丘地区における高齢化の進展
1）国勢調査基本単位区でみた高齢化分布
高齢化率を国勢調査基本単位区別にみると，地
区内において地域差がかなり激しく（第7図），こ
れは分譲後の土地利用の差異に起因している． ま
ず，北部の丘陵直下，桜ケ丘4丁目の大栗川沿い
の高齢化率の低い地域においては，民間アパー
ト・中層マンション等の集合住宅が卓越し，用途
地域も，桜ケ丘地区て、は数少ない第2種中高層住
居専用地域となっている． 一方現在までの土地の
分筆状況との関連でみると（第8図），一戸建てで
総人口（人） 高齢化率（%）
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6,000 
:? 25.0 
5,000 
4,000 君：，
/ 。j 20.0 i::iz:蕊3桜ケ丘総人口
3,000 ・ ， 自 ／ … 15.0 －・ 桜ケ丘高齢化率
2,000 ＼・：〆／
10.0 一→←ー多摩市高齢化率
f：’；
：
・：』 ，，’
唱
－ 町 . 
1,000 - －吋 泊 5.0 
。 I F；寸，，，.，.・；J I �；；•；•1 I i:;-;•;1 I t:°司
昭40 昭45 昭50 昭55 昭60 平2 平7
第6図 多摩市および桜ケ丘地区における高齢化の進展
出典当該年次『国勢調査東京都区市町村町丁別報告j
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第7図 桜ケ丘地区における高齢化分布
出典 平成7年度総務庁統計局統計謀 ・ 国勢調査基本単位区デー タ．
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第8図 小区画な宅地開発の進展状況
出典 京王電鉄開発事業部の分譲図 ， 『1997年セ
e
ンリン住宅地地図j
および多摩市土地謀税諜の土地台帳より作成 ．
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占められる第一種低層住居専用地域内でも，街が
成熟する過程において， ミニ開発および細分化に
伴う小区画の戸建てを多く有する地区ほど，高齢
化の進展は遅い．逆に，細分化されていない，分
譲当時の住景観が保持されている地区ほど高齢化
の進展が早いといえる．例えは、， 35%以上の高齢
化率を持つ国勢調査基本単位区がある桜ケ丘2丁
目地区では分筆が少ない．
実際，当地区内において，住民・自治体による
次のような町並み保存の取り組みがあった．
(1）昭和48年に都市計画法の用途地域指定に基づ
く，土地利用・高さ制限を含んだ第 1種住居専用
地域の指定，（2）昭和56年に 2丁目に対して締結
された建築物に関する細かな制限を含んだ建築協
定，（3）平成3年に桜ケ丘全体に施行された，前
記建築協定とほぼ同等の内容を含む桜ケ丘地区計
画5）が，それにあたる．
2）桜ケ丘の住景観の変化とそれへの対応
昭和40年代からの持ち家ブームによって，民間
による小区画の住宅地開発（ミニ開発）が各地で
展開されるが，桜ケ丘地区内においても，竹中工
務店をはじめとした民間によるミニ開発の波が昭
和40年代後半に訪れた．当時，多摩ニュータウン
の開発に伴い永山釈の商業整備がようやく始まっ
たばかりであったのに対しそれまで多摩市の玄
関の役割を担っていた聖蹟桜ケ丘駅では，商業基
盤の整備が市内で最も整っていた．小区画の宅地
開発は，もっぱら聖蹟桜ケ丘駅の後背地である多
摩市北部において展開しており，桜ケ丘地区につ
いていえば，北部にいくほどミニ開発の影響を受
けやすかったのである．
昭和48年の用途地域指定によると，桜ケ丘地区
の大部分が第一種住居専用地域（現在の第一種低
層住居専用地域に相当）からなるが，北部の丘陵
下の部分つまり桜ケ丘4丁目北部の中には，近隣
商業地域が存在する．もともと区爾の広い高級住
宅地を想定して分譲された桜ケ丘も，実際は土地
を購入した住民の手によって様々な土地利用がな
されていたのである．しかも，用途地域を設定・
変更する際は，その土地の状、況に見合った用途地
域を設定するので，分譲開始の昭和37年から昭和
48年までに，すでに桜ケ丘の丘陵地下の区域では
土地利用の混在が認められたということになる．
北部の土地利用の変容を示す第9図によれば，
昭和56年の時点で近隣商業地域がさらに広がり，
また，その頃から丘陵下の住居専用地域の一部分
において民間アパートが立ち並び、始めた．さらに，
平成元年にはその部分が高さ制限の緩和された第
二種住居専用地域に指定され，中層マンションの
立地が可能となった．それ以後， 4 ・ 5階のマン
ションが建ち並び，平成8年の用途地域改正を期
に第二種中高層住居専用地域に変更され，現在に
至っている．
一方，用途地域の指定が始まる昭和48年以前の
北部に見られた土地利用の混在を食い止めるた
め，それ以外の画一的な戸建て地域は，第一種住
居専用地域，つまり良好な住居地域として指定さ
れた．しかし，やがて丘陵地上においても， ミニ
開発が行なわれ，かつ広区画の分譲地にありがち
な土地の切り売りもされるようになり，小区画の
住宅が建ち始めるようになった（第8図参照，写
真6・7).
これに対し，良好な住景観が壊されるとして，
やがて住民に危機感が芽生え始める．当時桜ケ丘
地区には， 1～ 4丁目までの各自治会とそれをと
りまとめる連合自治会が存在していたが，連合自
治会では，小区画の土地をこれ以上増やさないた
めの建築協定の締結が議題に取り上げられるよう
になった．
しかし，建築協定が締結されるためには， 9割
以上の住民の同意と，各分譲地の土地の測量など
面倒な手続きが多く，また，切り売りを禁止する
ことで個人の財産権を制限してしまう問題との兼
ね合いから， 1 ・ 3・4丁目が協定締結を辞退し，
結局，終始建築協定を押し進めていた 2丁目自治
会のみ， 20年の期限付きながら，昭和56年に単独
で締結する運びとなった．ここで重要なことは，
建築協定は全国で2,000例以上あるが，分譲時に開
発側が協定を締結して販売する「ひとり協定」が
9割以上を占めているのに対し，桜ケ丘2丁目の
場合，住民側の自発的意志でできた全国的にも珍
しい協定ということである（鈴木， 1992）.それだ
け住民の住景観に対する特別な思いがあり，住民
による街づくりへの関与が最もはっきりした形で
表われることになったのである．
しかし，建築協定の締結に成功した2丁目でも，
数年後に住民自らの毎年の土地管理のチェック等
に面倒さを感じるようになった．そこで，自治会
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昭和48年当時
昭和56年当時
平成元年当時
平成8年以降
。
。
凡例。 第一種住居専用地域
際機会議 近隣商業地域
第二種住居専用地域
ミ蕊蕊~ 第二種中高層住居専用地域
第9図桜ケ丘地区北部における用途地域の変容
出典 昭和48 56・平成元.8年の都市計画図より作成．
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写真6 桜ケ丘2丁目にある土地の切り売りに伴
う小区画住宅
は多摩市にその作業を依頼したが，それを契機に
多摩市としても，都市計画法の用途地域制度だけ
ではカバーできなかった建築物等の細かな規制を
可能とする地区計画制度を，桜ケ丘地区全体に適
用することを決めた．
その後，多摩市と住民による数年間にわたる幾
たびかの説明会，土地の測量を経て，平成3年に
東京都から適用の許可があり，地区計画が桜ケ丘
ほぽ全域にわたって施行されることになった．こ
うして，丘陵地上の住景観は永久的にかなりの程
度まで保全されるようになったのである．
3.住民の住景観保全の取り組みと高齢化の進展
との関係
そもそも 4丁目北部の丘陵下において，前記の
ような土地利用の混在が生じたのは，丘陵地の下
と上とでは別々に自治会が存在していたことによ
る．丘陵下では，都市化の影響を直接受けて，土
地所有者による民間アパートやマンション建設と
いった高級住宅地らしからぬ一般的な市街地形成
が進んだ結果，人口の流出入が比較的活発で、，現
在当地区内において高齢化率は最も低い．
一方，丘陵上では，地形的制約のせいもあって
都市化の波がさえぎられたとはいうものの，周辺
の変化から住景観を保護するための住民および自
治会による積極的な働きかけがあった．この両地
区での住民および自治会の住景観に対する執着の
違いが，街が成熟する過程において両者の土地利
用に差を生じさせ，そのことが若年層の流入のし
やすきに反映されたため，高齢化の進展にも差異
写真7 桜ケ丘1丁目にある土地の切り売りに伴
う小区画住宅
が生じたと考えられる．
丘陵上においては，建築協定の締結・地区計画
の施行という多摩市および住民による住景観の保
全の積極的な働きかけの結果，転売の自由と小区
画の宅地造成に伴う若年層の流入も困難になり，
人口流入を抑制することになった．加えて，入居
当時の壮年層の割合の多さ，戸建て地区特有の定
住意志、の強さといった初期条件も，時間の経過に
伴って他地域よりも高齢化をより促進させること
になり，と くに，いち早〈住景観の保全に取り組
んだ2丁目において，高齢化の進展が最も深刻と
なっている．
概して，住環境を保持しようとする動きが当地
区において積極的に指向されてきたといえるが，
そうした住まいの快適性を求めた反面，周囲の激
しい都市化に伴う都市施設等の立地によってもた
らされる，生活利便性の向上からの影響を受けず
に現在に至っている．とりわけ，モビリティもし
くは交通サービスに関しては，自社の最大規模の
分譲地だけあって京王電鉄の独占地域となってお
り，住民の地区内通過交通を懸念する気質と相
まって，分譲当時から全く変化していない．
一方で住民は着実に加齢しており，住民の日常
的なニーズは商業施設だけではなく，通院から余
暇および保健・福祉施設まで多岐にわたることが
予想される．また，丘陵地に立地しているために，
地区内のほとんどの道路には坂・階段がある．果
たして，加齢した住民にとって， 日常生活と関わ
るモビ リティ環境は従来のままで十分なのだろう
か．この点を次章以降で詳細に検討してみたい．
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IV 桜ケ丘住民の生活行動に関する諸問題
本章では，生活行動に関するアンケートを手が
かりに，本地区の住民の生活実態とモビリティ確
保の問題を検討する．アンケート調査は，平成9
年11月に桜ケ丘地区に在住している高齢者6）を対
象として，桜ケ丘連合自治会と当地区の老人クラ
ブである東桜寿会 ・西桜寿会の協力を得て訪問配
布，直接回収の方式で行なった．
アンケートの配布数は469，回収数は232（回収
率は49.4%）であるが，生活行動（買物，通院，
余暇活動）に関する質問に関しては，同時に配偶
者に対しでも回答を依頼したため，生活行動に関
する質問に限り回答数は407である．この232とい
う数は，桜ケ丘地区における全高齢者（65歳以上）
の15.7%に相当し，また407という数は同27.6%に
相当する．
まず，回答者の基本属性をみると（第l表），原
則として世帯主に対してアンケートを配布したの
で，性別は男性が多く，全体の 3分の2を占める．
年齢構成は男女ともさほど偏りがない．ただ70歳
以上では女性の占める比率が上昇している．入居
時期についてはほとんどが昭和40年代，つまり入
居してから20年以上の人が大半を占めている．昭
和60年以降の入居者はほとんどなく，街の成熟過
程での人口流入が極めて少なかったことがうかが
える．前住地をみると23区内および三鷹市 ・武蔵
野市からなる既成市街地からの入居が8割を占め
ている．そのうちの何人かは，前住地のあった既
成市街地の住環境の悪化を嫌い，当地区に移り住
んだことを理由に挙げている．それだけに住民の
住景観重視の姿勢がはっきりと表われており，実
際に，アンケート回答者のうち半数以上の人が町
並み ・居住（環境）の良さを転居の理由に挙げて
いる（第2表）．家族構成の変化をみると，入居時
は「子と同居」の核家族型が7割にのぼっていた
が，現在においては，ひとり暮らし高齢者を含め
た高齢者のみ世帯は5割， 3世代にわたる「孫も
同居」は l割に満たず，さらに 3割強がいまだ「子
と同居」となっており，強い核家族化と子世代の
独立の遅さによって若い世代が少ないことが浮き
彫りになっている（第3表）．
第I表 アンケート回答者の基本属性
実数 割合（%）
59歳以下 29 12.5 
60歳～64歳 28 12.1 
年 65歳－69歳 36 15.5 
70歳～74歳 51 22. 0 
75歳～79歳 39 16.8 
80歳～84歳 36 15.5 
齢 85歳以上 13 5.6 
合計 232 100.0 
d性 男性 157 67. 7 
女性 75 32.3 
)Jlj 
合計 232 100.0 
桜ケ丘1丁目 60 25.9 
現 桜ケ丘2丁目 62 26.7 
｛主 桜ケ丘3丁目 58 25.0 
所
桜ケ丘4丁目 52 22.4 
合計 232 100. 0 
昭和39年以前 57 24.6 
入 昭和40-49年 109 47.0 
居 昭和50～59年 44 19. 0 
時 昭和60～平成6年 17 7.3 
期 平成7年以降 5 2.2 
合計 232 100.0 
多摩村内 9 3.9 
』Hリ－ 東京23区内 141 60.8 
東京23区外 46 19.8 
住 他府県 33 14.2 
所 不明 3 1.3 
合計 232 100.0 
出典 アンケート調査により作成．
第2表 アンケート回答者の転居理由（複数回答）
笑数 割合（%）
住宅の広き・間取り 46 19.8 
価格が適当 66 28.4 
インフラの整備 131 56.5 
転 町並み・景観 128 55.2 
居 日常の買い物が便利 16 6.9 
σ〉 保育 ・教育地設への近さ 4 1. 7 
理 交通が便利 30 12.9 
由 通勤に便利 22 9.5 
「まちJの発展性に魅力 45 19.4 
なし 9 3.9 
その他 66 28.4 
出典アンケート調査により作成．
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第3表 アンケート回答者の家族構成の変化
家族構成 入居時 現在
ひとり暮らし高齢者 3 ( 1.4) 25 ( 12 .1) 
高齢者のみ世帯 24 ( 11.6) 87 ( 42.0) 
子と同居 148 ( 71. 5) 74 ( 35.7) 
孫も同居 20 ( 9. 7) 14 ( 6.8) 
その他 12 ( 5.8) 7 ( 3 4) 
メロ当、 計（%） 207 (100. 0) 207 (100.0) 
出典 アンケート調査により作成．
1 加齢が身体能力へ及ぼす影響
年齢と坂をきっく感じる程度との関係をみる
と，高齢になるにつれて，坂が外出行動を妨げる
原因と感じる割合が多くなり，その割合は75歳を
越えると急に増加することがわかる（第10図a).
75歳以上のいわゆる後期高齢者になると歩行能力
が弱まり始めるという事実はすでに科学的に実証
されており（秋山， 1987），本稿でもそれを傍証す
る結果となっている．とくに85歳以上の超高齢者
の場合，約7割の人が坂がきついと感じている．
当地区は丘陵地上に立地しているので，地区内
にも緩い坂のほか急な坂・長い坂が多く （第11図，
写真8），限られた数のバス停まで行くのにどうし
てもそのような場所を通らなくてはならない．そ
れゆえ，加齢に伴う坂の感じ方の変化と，バス停
までの距離の感じ方の変化は相関していると考え
(a) 
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られる（第10図b），さらに，そのような感じ方を
する人は，当地区の交通網が未整備であると感じ
やすい傾向にある．
つまり，当地区内において，歩行能力がそれほ
どイ民下しないうちは，さほど問題にされなかった
坂が，加齢とともに確実に障害となってきている
のである．そして，そうした人に対する感じ方の
伏線として，当地区の交通条件の問題があるとい
える．
2.桜ケ丘住民の日常行動
1）買物行動
アンケート回答者の生鮮食品の買物について，
行き先別・利用交通手段別・年齢別にクロス集計
したものを，第4～ 6表に示してある．それによ
ると，全体の8割近くが自分で質物をしている．
そのうちの大多数は京王ストアー，京王百貨店，
ザ・スクエアー内のショ ッピング街がある聖蹟
桜ケ丘駅周辺を利用しているが， 2丁目南部の一
部の人が京王・小田急永山駅前のグリナード永山
を， 3丁目西部の一部の人が3丁目の西方に立地
する愛宕スーパーを利用している（第 4表）．総じ
て，当地区の高齢者は，生鮮食品に関しては，徒
歩・自家用車およびパスによる最近隣施設利用に
近い行動をと っており（第5表），桜ケ丘地区は聖
蹟桜ケ丘の後背地としてのコンパクトな生活圏を
(b) 
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バス停までを遠く感じる程度
第10図 桜ケ丘地区住民の加齢に伴う坂の感じ方の変化（a）と
坂の感じ方とバス停までの距離の感じ方との関係（b)
出典アンケー 卜調査より作成
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形成しているといえる．
写真8 桜ケ丘地区内にみられる急な坂・長い坂
年齢と利用交通手段をクロスさせてみると，パ
スが約4割を占め，徒歩・自家用車もそれぞ、札約
2割を占めているが，自家用車に関しては， 70歳
を越えると急減し，パスへの依存率が相対的に高
くなる（第6表）．そのため，歳をとるほど聖蹟桜ケ
丘周辺への利用傾向が相対的に強まるが（第4表
参照），これは，当地区特有の限られた交通体系に
基づくためであると考えられる．一方で，家族の
人に異物を頼む割合も加齢とともに上昇しており
（第4表参照），超高齢期の身体能力の低下が，地
区内の坂道歩行を困難にしていることがわかる．
また，これと関連して，買物行動を地区センター
で済ませるといった近所への購買行動の変化が5
例，さらに生協・地区センター内の個人商店によ
第4表 アンケート回答者の年齢別購買地（生鮮食品）
聖蹟駅桜方ヶ 永山駅
多摩セン 地区 その他の 家に族頼のむ人
丘面 方面 ター駅 センター 商店 生 協 その他 合計（%）方面
59歳以下 32 6 2 4 3 3 14 。 64( 18.8) 
60-64歳 27 5 1 。 4 2 4 。 43( 12.6) 
65～69歳 40 4 。 3 3 1 10 2 63( 18.5) 
70-74歳 42 3 。 4 4 3 14 。 70( 20.6) 
75-79歳 35 2 。 2 1 3 9 。 52( 15.3) 
80-84歳 16 。 。 。 1 1 14 2 34( 10.0) 
85歳以上 8 。 。 。 。 1 5 。 14 ( 4 .1) 
合計（%） 200 (58. 8) 20 (5. 9) 3 (0. 9) 13 (3 8) 16(4. 7) 14 (4.1) 70 (20. 6) 4 (1.2) 340 (100. 0)
出典 アンケート調査より作成．
第5表 アンケート回答者の利用交通手段別購買地（生鮮食品）
聖蹟方桜ケ丘 永山駅方面 多摩セン 地区センター その他の商店 合計（%）駅面 ター駅方面
徒歩のみ 43 3 。 9 7 62( 24.6) 
ノ〈ス 95 5 1 2 1 104 ( 41. 3) 
電車 1 。 。 。 1 2( 0.8) 
自家用車 47 9 1 1 7 65( 25.8) 
二輪・自転車 5 1 。 。 。 6 ( 2.4) 
タクシー 1 2 。 。 。 3 ( 1.2) 
不明 8 。 1 1 。 10 ( 4.0) 
合計（%） 200 (79.4) 20(7.9) 3 (1.2) 13 (5.2) 16(6.3) 252 (100. O) 
出典アンケート調査より作成．
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第6表 アンケート回答者の購買時の年齢別利用交通手段（生鮮食品）
徒歩のみ ノ〈 ス 電 車 自家用車 二輪 ・自転車 タクシー 合計（%）
59歳以下 9 9 。 22 2 。 42( 17.4) 
60～64歳 9 11 。 12 2 1 35( 14.5) 
65～69歳 13 15 1 17 1 1 48( 19.8) 
70～74歳 16 27 1 8 。 。 52 ( 21. 5) 
75～79歳 11 23 。 4 1 1 40( 16.5) 
80～84歳 4 11 。 2 。 。 17( 7 .0) 
85歳以上 。 8 。 。 。 。 8( 3.3) 
合計 （%） 62 (25.6) 104 (43.0) 2 (0.8) 65 (26.9) 6 (2.5) 3 (1.2) 242 (100. 0) 
出典 アンケート調査より作成．
る移動販売の利用についても例が認められた．大
型店指向の陰で，高齢社会における地域に根付い
た近くの個人商店の必要性がうかがえるようであ
る．
2）通院行動
通院は加齢によって増加する日常行動であり，
桜ケ丘地区周辺にある診寮所・病院の分布 （第12
図）と，通院行動をまとめた第7～9表をみると，
通院行動は買物行動とは違った傾向を示している
凡例
?
??
?????? ????
?
?
?
?
第12図 桜ケ丘地区周辺の医療機関の分布
出wi: r高齢者向けサービス調査報告書』（多摩市公民館， 1993）より作成．
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ことがわかる．つまり，買物行動において聖蹟桜ケ
丘駅中心の生活閣を形成していた桜ケ丘地区の高
齢者を中心とする回答者は，通院先に関しては
様々であり（第7表），そのなかでは永山駅前の日
本医大附属多摩永山病院および、桜ケ丘南端部の天
本病院の利用率が比較的高い．このことから，通
院行動に関しては，聖蹟桜ケ丘駅指向の現在のパ
ス中心の交通体系と一致していない部分が見受け
られる．とりわけ，通院率は高齢になるほど高く
なり，また歩行能力の低下から今後ますます医療
機関へのアクセスの確保が重要となってくる．
（元）高額所得者は掛かり付けの医師を持ち， 23
区内の大病院を利用する傾向がみられる．しかし，
そのような（元）高額所得者が多く住む桜ケ丘の場
合でさえ，住民は加齢に伴う歩行能力の低下には
勝てず，都内から市内の病院へ変更する例がアン
ケート回答者の中に11人もみられた．加齢に伴っ
て市内の診療所・病院の利用性が高まる中で，聖
蹟桜ケ丘駅中心の生活圏を作り 出してきた交通体
系に，当地区の問題があるように思える．実際永
山方面へは， 日本医大附属多摩永山病院の場合3
分のlが，天本病院の場合半数以上が徒歩利用で
あり（第8表），また，パス利用の場合は，地区周
辺の丘陵下のバス停をわざわざ利用している人も
第7表 アンケー ト回答者の年齢別通院先
大山多日本摩病附属永院医 部総院多摩合地域病南
聖丘蹟桜駅
厚病生院荘 市内 病市外院の 都病院内の
地区内 主治医 してい天本病院 周ケ辺の その他 の診療 による ない 合計（%）
診療所 所 往診
59歳以下 1 3 。 3 。 1 3 4 1 。 37 53 (16. 5)
60～64歳 。 5 。 4 。 2 。 4 。 。 23 38(11.8) 
65-69歳 4 8 。 5 2 2 6 6 1 。 27 61(18.9) 
70～74歳 12 5 2 6 6 5 2 8 3 1 21 71(22. 0) 
75～79歳 6 9 3 7 2 1 4 4 1 1 13 51 (15. 8)
80～84歳 8 9 2 4 。 1 3 3 2 。 2 34 (10. 6) 
85歳以上 2 5 1 1 。 。 1 1 。 。 3 14 ( 4.3) 
合計（%） 33(10.2) 44(13. 7) 8 (2.5) 30(9.3) 10(3.1) 12(3. 7) 19(5. 9) 30(9.3) 8 (2.5) 2 (0.6) 126(39 .1) 322 (100. 0) 
出典 アンケート調査より作成．
第8表 アンケート 回答者の利用交通手段別通院先
永附日属本山病医多摩大院 天本病院 地病多摩域院総南合部 聖丘駅蹟診桜療周辺ケ 厚病生院荘 市内 市病外院の 都内の 地診療区所内の メ口〉、 計（%）
の所 その他 病院
徒歩のみ 11 24 1 8 3 5 4 5 7 68 (28. 5)
パス 15 5 2 17 1 3 9 22 1 75 (31. 4) 
電車 。 1 。 1 。 1 13 29 。 45 (18. 8) 
自家用車 5 6 2 2 6 2 5 1 。 29 (12 .1) 
二輪・自転車 。 。 。 1 。 。 。 。 。 1 ( 0.4) 
タクシー 2 6 2 1 。 2 1 2 。 16( 6. 7) 
不明 。 3 1 1 。 。 。 。 。 5( 2.1) 
通院者合計（%） 33(10.2) 44 (13. 7) 8 (2.5) 30(9.3) 10(3.1) 12 (3. 7) 19(5. 9) 30(9.3) 8 (2.5) 1お辞！と。）
注）電車利用者は，駅まで徒歩ないしはパス・自家用車を利用しているので，その分を後三つの交通手段利用者数のいずれか
に加算しである．したがって，縦方向に数字を合計しでも最後の行の通院者合計の数字とは一致しない場合がある．
出典・アンケート調査より作成
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いる．しかし老人医療を専門とする天本病院と
市内の数少ない総合病院が永山方面に集中し，か
つ高齢者の歩行能力が減退傾向にあるため，現行
のパスルートは深刻な高齢化を迎えている当地区
の住民の日常生活行動を完全にカバーできていな
いといえる. 75歳以上になると自家用車利用が減
り，代わってタクシーの利用が増える傾向にある
（第9表）が，パスルートが整備されれば高額なタ
クシーを利用する人が減るかもしれないのであ
る．
ただし，一方で近くの病院には信頼できる医師
がいないという不安から都内の病院を変えられな
い人もいれば，逆に市内の病院に変えたことを後
悔している等の市内の医療体制に不満を感じる人
もいる．これは，市内で唯一の高度治療を可能と
する総合病院の多摩南部地域総合病院への通院に
は紹介状が必要であり，誰でも受診できるわけで、
はないことが関係している．また，地区内に相談
相手になってくれる診療所がないと感じている人
も少なからずおり，今後，病院へのアクセスにと
どまらず， 多摩市における医療機関の適切な管理
体制が問題になってくることが予想される．
3）余暇活動
余暇活動は，先の買物・通院行動と比して，生
きていくために必ずしも必要というわけではな
い．しかし，直井（1990）によれば，余暇活動に
第9表 アンケート 回答者の通院時の年齢別利用交通手段
徒歩のみ ノぐ ス 電 車 自家用車 二 輪・ タクシー 不 明 通院者合計 （%）自 転 車
59歳以下 7 2 4 4 1 1 1 16( 6.8) 
60～64歳 8 3 4 2 。 1 1 15( 6.4) 
65～69歳 10 15 11 6 。 2 1 34 (14 .5) 
70～74歳 16 20 10 10 。 1 2 49 (20. 9) 
75-79歳 13 18 8 3 。 3 。 37(15.8) 
80-84歳 10 14 6 3 。 5 。 32(13. 7) 
85歳以上 4 3 2 1 。 3 。 11( 4. 7) 
合計 （%） 68(28.5) 75 (31. 4) 45(18.8) 29(12.1) 1 (0.4) 16 (6. 7) 5 (2.1) よポ~O)
注）電車利用者は，駅まで徒歩ないしはパス・自家用車を利用しているので，その分を後三つの交通手段利用者
数のいずれかに加算してある．したがって，横方向に数字を合計しても最後の列の通院者合計の数字とは一
致しない場合がある．
出典 アンケート調査より作成．
第10表 アンケート回答者の年齢別余暇行動目的地
聖丘蹟駅桜周辺ケ 地区内 永山方面 東寺方 方市役面 所 多摩セン 市内 市 外 合計（%）周辺 タ一方面 その他
59歳以下 16 15 2 4 2 2 9 2 52( 15.8) 
60～64歳 6 18 4 11 4 1 6 5 55( 16.7) 
65～69歳 1 13 6 9 3 4 10 14 60 ( 18 2) 
70～74歳 15 16 4 3 5 3 11 15 72( 21.8) 
75～79歳 8 10 7 5 3 7 3 9 52( 15.8) 
80-84歳 4 7 。 3 3 3 3 4 27( 8.2) 
85歳以上 2 5 。 2 。 。 2 1 12 ( 3. 6) 
合計（%） 52 (15. 8) 84(25.5) 23(7.0) 37 (11. 2) 20 (6.1) 20(6 .1) 44 (13. 3) 50 (15. 2) 330 (100. 0)
出典 アンケート調査より作成
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第13図 アンケー ト回答者の余暇活動の指向先の分布
出典 アンケート調査結果により作成．
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伴う外出行動は，高齢期における自らの幸福感向
上に寄与するとされ，今後重視されるべき行動で
ある．
多摩市が市民を対象に行なった調査（多摩市福
祉部高齢福祉課， 1992, pp.154 156）勺こよれば，
桜ケ丘住民の特徴のーっとして，趣味やスポーツ
クラブへの参加率がニュータウン地区の住民とと
もに他の地区よりもやや高〈，福祉センタ一関連
の公共福祉施設の利用は少ないものの， 市内福祉
団体の認識率が高いことがあげられる．回答者の
余暇活動の行き先の分布を第10表に示したが，そ
れによると地区内住民は余暇として，様々な周辺
地区の施設を利用していることがわかる．当地区
の周辺には，図書館・コミュニティセンター ・総
合体育館等の公共施設が配置されている（第13図）
が，当地区住民はそれらを選択的に利用している．
また，（元）高額所得者ならではの行動といえるス
ポーツクラブ ・ゴルフのための外出が多い反面，
小田急唐木田駅の南にある総合福祉センターの利
用が3例しかみられないように，高齢者の絶対数
の割に，福祉施設の利用が市内の他地域よりも低
しこれについても多摩市の行なったアンケート
結果に準じている．
過疎山村においては，車の利用の有無によって，
第11表 アンケート回答者の利用交通手段別余暇行動目的地
聖蹟桜辺ヶ 地区内 永山方面 東寺方 市方役面 所 多摩セン 市内 市 外 合計（%）丘駅周 周辺 タ一方面 その他
徒歩のみ 18 69 7 16 7 4 1 7 129 (34. 5) 
パス 23 1 10 4 4 10 13 33 98(26.2) 
電車 。 。 。 。 。 1 2 41 44(11.8) 
自家用車 6 7 5 13 7 5 24 9 76(20.3) 
二輪・自転車 。 3 。 2 1 。 。 。 6( 16) 
タクシー 1 。 1 1 1 1 4 1 10( 2 7) 
不明 4 4 。 1 。 。 2 。 11( 2.9) 
余暇行（%動）者合計 52(15.8) 84 (25. 5) 23(7 .0) 37(11.2) 20 (6.1) 20(6.1) 44 (13. 3) 50 (15. 2) おポ~と。）
注）電車利用者は，駅まで徒歩ないしはパス・自家用車を利用しているので，その分を後三つの交通手段利用者数のいずれか
に加算しである．したがって，縦方向に数字を合計しても最後の行の余暇行動者合計の数字とは一致しない場合がある．
出典アンケート調査より作成．
第12表 アンケート回答者の余暇行動時の年齢別利用交通手段
徒 歩 ノ〈 ス 電 車 自家用車 二輪目自転車 タクシー 不 明 余暇行動者合計（%）
59歳以下 24 3 2 23 1 。 1 52(15.8) 
60～64歳 23 11 3 17 3 。 1 55(16. 7)
65-69歳 26 15 15 14 。 3 2 60(18.2) 
70～74歳 27 30 16 9 1 1 4 72 (21. 8) 
75～79歳 14 22 6 7 1 5 3 52(15.8) 
80～84歳 11 10 。 5 。 1 。 27( 8.2) 
85歳以上 4 7 2 1 。 。 。 12( 3.6) 
合計（%） 129 (34. 5) 98 (26. 2) 44 (11. 8) 76(20.3) 6 (1.6) 10(2. 7) 11(2.9) 3川ポ~O)
注）電車利用者は，駅まで徒歩ないしはパス・自家用車を利用しているので，その分を後三つの交通手段利用者数のいず
れかに加算してある したがって，横方向に数字を合計しても最後の列の余暇行動者合計の数字とは一致しない場合
がある．
出典 アンケート調査より作成．
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高齢者の行動範囲に差が生じると指摘されている
（三谷， 1997）が，当地区においても車の利用は重
要である．とくにゴルフに関しては，東京国際カ
ントリークラブ，府中カント リー クラブ等のゴル
フ場が市周辺丘陵部に立地していることから，ほ
とんどが自家用車を利用している．ゴルフに限ら
ず聖蹟桜ケ丘方面以外の市内の外出に，自家用車
が利用される割合がとくに高い（第11表）．しかし
高齢になるにつれ，東寺方方面 ・地区内への指向
が相対的に強くなる（第10表参照）．これは，余暇
行動の利用交通手段が，加齢に伴い，自家用車の
割合が減り，その分，パス・徒歩の割合が多くなっ
たためである（第12表）．
また，第13図から一定数の人たちが近くの施設
を指向していることもうかがえる．これは主に，
当地区の高齢者が図書館に頻繁に出向くことに原
因がある．桜ケ丘地区周辺には，聖蹟桜ケ丘駅前・
市役所付近（本館）・永山・東寺方の四つの図書館
があるが，聖蹟桜ケ丘駅にある関戸図書館以外は，
徒歩で出向く場合が多しそれゆえ，最近隣の図
書館を利用するためと考えられる．
アンケートによると，最もよく利用きれるのは
桜ケ丘コミュニテイセンター（ゅう桜ケ丘）であ
り，週1回の割合で何らかの会に参加するために
利用されている．しかし総じて，加齢・年齢の上
昇とともに余暇活動は少なくなる．前述のごとし
当地区は地形的にやや孤立しており，周辺地区に
行くには急な坂・階段を利用しなくてはならない
（第11図参照）．したがって，徒歩利用の余暇活動
のためには，高齢者に配慮した周辺施設への接点
撃備をますます必要とする，とかくノ〈スに頼りが
ちな後期高齢者にとっては，限られた現状での交
通体系は多岐にわたる高齢者のニーズに対応でき
ないので，丘陵地上に取り残されている気分に
なってしまうのである．
3.当地区の交通網の問題
住民の生活行動の検討から，桜ケ丘地区におけ
る高齢化問題として，とくに後期高齢者が当地区
内のモビリティの低きを感じやすしまた既存の
交通体系が高齢者の日常行動，とりわけに医療行
動・余暇行動とは必ずしも合致していないことが
わかった．
桜ケ丘地区は，住民による積極的な住景観保全
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の働きかけもあって，周囲の施設および交通をも
含んだ生活利便性の向上が改善されない形で今日
に至っているといえよう．しかし，当地区の開発
は，ニュータウンのような駅をも含んだ完結型の
整備ではない．それゆえ，住民が加齢し， 日常行
動として新たに通院行動・余暇行動が加わり，住
民のニーズが多様化すると，高齢者に配慮した周
囲の施設への接点整備が重要になってくる．当地
区は丘陵地上に立地し，地形的にもやや孤立した
環境にあるので， 加齢に伴う歩行能力低下を補う
交通機関が必要になってきているのは確かであ
る．
すなわち，桜ケ丘地区は位置的には聖蹟桜ケ丘
駅と永山駅との中間にあり，かつ多摩ニュータウ
ン開発の進展につれて当地区周辺の交通網が拡充
したにもかかわらず，交通体系が依然として聖蹟
桜ケ丘駅中心の限定的なものであることが今や問
題になっているのである．こう した限定的な交通
体系の原因としては，第 1に道路事情の問題があ
り，開発当初はまだ聖蹟桜ケ丘駅しかなく ，ニュー
タウン開発の話など無かったので，周辺地区へ抜
ける幅の広い道路はもっぱら聖蹟桜ケ丘駅方面中
心に造られた．第2に，京王電鉄の開発した高級
住宅地として，その住民をできるだけ聖蹟桜ケ丘
駅に向かわせ，同駅周辺に立地している系列企業
の商業施設を利用してもらいたいという京王側の
思惑があるように思われる．第3に，当初より桜ケ
丘住民がバス停の設置に対して非常に敏感で、あっ
たということがある．つまり，住民は自宅近くに
既存のバス停があることさえ気にしているので，
新しくバス停を設置することも，ましてや新路線
を誘致することは考えも しなかったという．さら
に，京王電鉄は開発当初，桜ケ丘東・西通り（第
4図a参照）においてパス路線を引くことを条件
に分譲したが，閑静なたたずまいを求めていた沿
道住民の反対にあい，成立しなかったという経緯
がある．これは，まだ住民が歩行能力の十分な若
い頃の，街が成熟する以前の出来事であった．
このように開発側と住民側双方の利害が一致し
たために，長い間地区内におけるモビリティは分
譲当時の頃と全く変わらなかった．しかし，街の
成熟過程で，硬直化した交通面での孤立的なシス
テムが，現在になって医療行動 ・余暇行動に支障
をきたし始めている．つまり，従来は買物行動を
中心とした聖蹟桜ケ丘のみを核としたコンパクト
な生活圏からなり，他の周辺地区への移動は徒歩
および自家用車を利用することで，交通モビリ
ティの低さを補ってきた．しかし，住民の加齢に
伴い，新たに医療行動・余暇行動が加わることに
より，聖蹟桜ケ丘駅以外にある施設も利用するよ
うになった．また，身体機能の低下にあわせて，
主要な利用交通手段が自家用車からパス・徒歩へ
と変化し，入居時とは違ってバス停が遠く感じる
ようになった人も出てきた．さらに，坂がきつく
なった人にとっては，地区内の交通網が発達して
いないのではないかと感じられるようになってき
ている．このような変化から，当地区の高齢者の
ライフスタイルに見合ったモビ リティの確保が必
要となってきているのである．
V 桜ケ丘地区の高齢化問題に対する住
民の取り組みと行政の対応
ーミニパス導入を例にして一
1 ミニパスのできるまで
1）ミニパス導入の経緯
かくして当地区の住民は，自ら高齢化するとと
もに，医療機関への利便性の必要性を強〈感じる
ようになった．それは，具体的には，前章で触れ
たように，当地区住民がよく利用する病院のある
永山方面への足の確保であった．
ところで，多摩市においては，平成9年11月1
日より41人乗りのミニパス（運賃は170～350円）
が2路線（百草団地永山駅間，永山駅ー多摩セ
写真9 平成9年1月に運行開始された多摩市ミ
ニパス（乞田五差路バス停付近）
ンター駅間）で運転開始された（写真9）.これは，
多摩市が赤字補填を保証するという条件付きで京
王パスに委託し，実現したものである． ミニパス
ができる直接のきっかけとなったのは，住民が交
通手段の確保を市に要望したことである．多摩市
の要望の大半は，まず市民相談課で受け付けられ，
市長を通して，担当の課へ固される仕組みになっ
ているが，実際に実現されるためには，その担当
の課が協議して決めることになる．
このミニパスの場合，パスの通らない交通不便
地域 （市北西部の和田 ・百草地区等）において要
望が出され，桜ケ丘地区も 3年前から正式に市に
要望していた．そして，平成8年，百草団地から
市役所方面への足の確保に関する要望が市に提出
されたのを機に，交通対策課はミニパスに関する
プロジェクト・チームを組んだ．そして， 市役所・
警察・京王パス・公募の一般市民を構成メンバー
とするミニパス検討委員会を発足させた．そのメ
ンバーの一般市民は，事前に市の広報で募集をし
て応募のあった20数名の中から市が選抜した4名
から成り，桜ケ丘地区の住民も 1名含まれている．
この委員会でミニパスルートが決定されたのであ
る．
ミニパスの運行ルート（第14図）は，多目的な
利用を前提として，駅と福祉 ・公共施設および病
院を経由するものとなっている．当地区にとって
のミニパス導入の目的は，永山方面への医療機関
および東寺方方面の各種施設へのアクセスの向上
にあり，とくに永山方面への利便’性確保は当地区
のこの数年間の強い悲願であった．
しかし，現在の市の厳しい財政状況の中で最大
限の効果を引き出すためには，桜ケ丘住民だけで
なしできるだけ多くの地区の住民の希望に沿う
ような形でミニパスが運行されなくてはならない
が，ミニパスの運行本数は 1日9本と少なし多
摩市としては，まだ試験的な段階ととらえ，当分
の間増便は考えていないようである．
なお近年，他都市においても従来のパスでは運
行不可能だ‘った交通不便地域を対象として，自治
体の支援によるミニパスの運行がみられ，どのパ
スも車椅子対応、の超低床式にしており，利用の大
半を占めるであろう高齢者への配慮、がうかがわれ
る．なお，多摩丘陵地域におけるミニパス運行は，
日野市が最初である．日野市も，南部が多摩丘陵
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第14図 多摩市ミニパス・ルートと公共施設の分布
上にあり，民間開発主体の古い戸建て地区が点在
しており，そうした地域においては，道路が狭い
ためにパスが運行されていなかった．しかし，住
民の高齢化によってパス需要が高まり，住民が市
に要望したのを受けて，それらの地域を対象に京
王電鉄高幡不動駅－JR日野駅間，聖蹟桜ケ丘駅
一高幡不動駅間など， 3路線を新設した．どの路
線も途中病院を経由して駅聞を結び，買物・通院
行動の足の確保が図られている．
2）多摩市福祉政策の中でのミニパスの位置づ、
け
多摩市は，平成3年の「第3次多摩市総合計画
基本計画」の中で，高齢型社会を提言・推進し，
これを受けて，平成4年策定の「多摩市高齢型社
会総合計画jの中Tその方針を打ち出している（多
摩市福祉部高齢福祉課， 1992）.ここでいう高齢型
社会とは，老若男女，障害者・ 健常者全てが自立
した豊かな暮らしを送ることができる社会を指し
ている．いわば，近い将来に訪れるであろう超高
齢社会に備えて，ノーマライゼーションの概念を
取り入れた持続的なまちづくりを推進しようとす
るものである．
交通不便地域におけるミニパス運行は，高齢者
の自立した生活に欠かせない「自由な外出の機会」
を与える．しかし，地域福祉の視点から，福祉を
はじめ保健・医療・コミュニティ・就労・都市基
盤・住環境など幅広い諸政策についてその方向付
けを示している「多摩市高齢型社会福祉計画jの
中では，なぜかミニパスには言及されていない．
都市基盤整備の中で，高齢者の移動手段の確保・
改善に触れられているが，既存の鉄道・路線パス
へのバリアフリーを取り入れた環境対策等の改善
にとどまっている．また，移動手段の確保にして
も，障害者のためのリフト付きの特別なパスの確
保にとどまっており，交通不便地域における交通
手段の確保には触れられていない．つまり， ミニ
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パスは当初多摩市の福祉対策に掲げられていな
かったのである．
今後，高齢者の増加にあわせて，大型パスより
も細か〈地域に交通サービスを供給することを可
能とするミニパスの需要が高まると考えられる
が，多摩市としては今はまだ試験的な段階である
という扱いをしているだけに，今回の事業は特別
な措置として捉えることができる．
2.桜ケ丘地区における現在の住民意識
1）当地区の住景観保全の問題
望ましい居住環境としては， WHOの定める四
つの基本的環境性能，すなわち安全性・快適性・
利便性・保健性が確保されていなければならない
（中林， 1990）が，大都市郊外においては利便性と
安全性・快適性がトレードオフの関係にあること
が多い．
桜ケ丘地区では，住民側からこれまでの居住に
対する快適性保持の働きかけが幾つかみられた．
しかし，ここでの場合も，住まいとしての「快適
性」を求める一方で，商業施設の立地や交通モビ
リティの確保等の生活の利便性の向上はあまり追
求きれなかった．ところが， 地形的に孤立した地
区環境の中で， 加齢に伴い歩行能力が低下した高
齢者は，市内病院への通院行動・余暇行動に対す
る当地区の交通モビリティの低きおよび商業施設
の不足に直面している．このことを受けて，現在，
住民は自らの手で築き上げてきた桜ケ丘の街をど
のように考えているのかという点に関し，住環境
と生活利便性に絞り，アンケートから検討してい
くことにしたい．
アンケートの中の，「今後，地区内の利便性を高
めるためにも，新たにこういう施設を作って欲し
いというような要望があなたの付近の住民から提
出されたとします．住環境の保全も含めたその時
のあなたの考えを，住環境重視型，生活利便性重
視型，両方の長所をとった中間型から選んで下さ
い」という聞いに関して，住環境重視型，生活利
便性重視型，中間型の三つのタイプごとの意識分
布を示したのが，第13表である．それによると，
中間型が圧倒的に多く，住環境重視型も 2割に満
たず，生活利便性重視型は依然少数派である．
各々の型ごとに入居後の地区の印象をまとめた
第15図より，第1にどの型からも当地区内におけ
第13表 アンケート回答者の住環境意識
型
住環境重視型
中間型
生活利便性重視型
その他
回答数（%）
38 ( 18. 6)
147 ( 72.1) 
6 ( 2.9) 
13 ( 6.4) ????
?
???
?
?
?
?
??
?
??
???
???
，
??
」 。
?
?』
?』? ?? ?
、?? ? ?
?
? ??
?
? ?
???
??
る高齢化の進展を敏感に感じとっていることがわ
かる．次に各々の型の特徴をみると，住環境重視
型の場合は，加齢に伴い住環境へのこだわりが強
しまたバス停の位置について不満はなく，地区
内の交通網は十分で、あると感じている．また，地
区内の施設の不足を全く感じず， 日常的外出にお
ける坂の存在も苦にならない健康な状態の人が多
いといえる．中間型はほとんどの項目において，
住環境重視型の特徴が弱くなっている．それに対
し，生活利便性重視型は，対照的に，住環境への
こだわりがなく，地区内の交通網および施設の不
足を感じ，何よりも坂については外出行動に支障
ありと感じている．このように，住環境重視型，
中間型，生活利便性重視型各々において，街の感
じ方に少しずつ差が生じているのである．
実際には住環境重視型が根強くいるものの，中
間型が圧倒的に多い（第13表参照）ので，住環境
を保持する範囲内で利便性も高めて欲しいと考え
る人の割合が多いのである．そこには，加齢に伴
い，入居当時の交通をはじめとする生活の利便性
を犠牲にする住環境重視型から，今回のミニパス
導入のように，快適性（住環境）を保ちつつ，利
便性の向上を希望する中間型へといった，現状妥
協的な住民の意識変化がうかがえるのである．
2）住民の評価
ミニパスは開通したといっても， 1日9往復，
1時間にl本あるかないかの運転本数である．ま
た，このミニパスの恩恵を受けない地域もあり，
ミニパスに対する反応も様々である． ミニパスの
印象に関するアンケー ト調査の結果によると， 8 
割以上の人がミニパスの存在を知っているが，利
用者は 3割である（第14表）．少数であるが， ミニ
パスは不要とした人の全員が，買物・通院 ・余暇
行動に関して，聖蹟桜ケ丘方面（市外・都内含む）
を利用しているため，その必要性を全く感じず，
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(a) 
住環境重視型の感じ方
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(b) 
中間型の感じ方
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凡例
① 入居時と比べて、地区内の高齢化が進行している
② 入居当時よりも住環境にとだわりが出てきた
③ バス停・駅までが遠くなってきた
④ 地区内に交通網が未発達だと思うようになった
⑤ 地区内に施設が少なし、と思うようになった
⑥ ニュータウン地区へも足を運ぶようになった
⑦ 坂がきっくなってきた
⑧ 入居当時と比べて、コミュニティが活発になった
第15図桜ケ丘地区住民の住環境意識
出典アンケート調査結果より作成．
第14表 アンケート回答者によるミニパスの評価
利用している（%） 利用していない（%） メ口入 計
本数を増やして欲しい 48 (45. 7) 57 ( 54.3) 105 ( 47.7) 
今のままでよい 6 ( 8.2) 67 ( 91.8) 73 ( 33.2) 
ミニパスは不要 0 ( 0.0) 6 (100 0) 6 ( 2. 7) 
その他 12 (33.3) 24 ( 66. 7) 36 ( 16.4) 
Aロ、 計（%） 66 (30.0) 154 ( 70. 0) 220 (100.0) 
出典アンケート調査により作成．
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ミニパスは通過交通を増やす， もしくは税金の無
駄使いと捉えているのである．
一方， 5割弱を占めるミニパスの増便を望む人
のうち，実際の日常行動にミニパスを利用してい
る人は 4割強であり，利用している人の 7割は増
便を希望している（第14表参照）．これらの人は，
主として加齢に伴う歩行能力の低下を心配してい
る人である．そうした人も含め， ミニパスの運行
を歓迎する人は，交通モビリティの向上を住環境
を損なわない形での利便性の向上と受け止めてい
るのに対し，「今のままでよいJ，「ミニパスは不要」
とした人は， ミニパスが住環境に何らかの影響を
与えるものとして受け止めている．
桜ケ丘地区における従来からの交通不便地域
（第16図）においては，基本的にミニパスを高く評
価し，とりわけ， ミニパスによる恩恵も受けられ
ない 1丁目の一部においても同様のことがいえ
る．そこでは，「ミニノ〈スを利用したことカずある」
と答えた人も若干みられ， ミニパスについての関
心の高さとともに当地区内におけるミニパス路線
の拡充の必要性を感じるのである．
VI おわりに
一持続可能な街をめざして一
本稿では，東京郊外の高級住宅地区のーっとさ
れている多摩市の桜ケ丘地区てい進行している高齢
化の実態と，高齢住民の住環境改善への取り組み
の一端について考察してきた．明らかとなったこ
とをまとめると，次のようになる．
多摩市の面積の大半を占めている丘陵地は，主
に，既存住宅地域内の民間資本による画一的な戸
建て地区と，公的に開発されたニュータウン地区
を基調とする街区構成となっている．そこでは，
さまざ、まな要因が絡み合って高齢化の進行過程に
地域差が生じ，古くからの戸建て地区において局
地的に高齢化が進行している．市内の丘陵下の地
域は，主に既存住宅地域と土地区画整理事業区域
で占められており，古くからの家屋も存在するが，
現在までに一般的な市街地の遷移過程を経てい
る． したがって， 7 ンション・アノマートが多く，
住民の転出入も激しく様々な年齢層が住みついて
いるため，同じ既存住宅地域の戸建て地区よりも
相対的に高齢化の進行は遅い．桜ケ丘地区は，既
存住宅地域内の戸建て地区に含まれていることか
ら，現在市内で最も高齢化の進んでいる地域と
なっている．
桜ケ丘地区は京王電鉄が総力をあげて多摩丘陵
地に造成した高級住宅地であり，入居住民は都内
23区をはじめとする既成市街地出身者が多〈，前
住地の住環境の悪化から「逃避」してきたことが
うかがえ，それだけに住民は住環境に対する意識
が強い．当地区では，このような住民特性に基づ
いて，建築協定・地区計画といった住景観保全の
働きかけがみられた．それが，結果として，土地
の切り売りに伴う低廉な物件を求めるより若い新
住民の流入を困難にした．やがて，核家族化の時
流の中で若年層の流出がみられ，さらに他の地区
に比して高学歴を有する子世代の晩婚化・少子イじ
という当地区独特の要因が，一般的な戸建て住宅
地区よりも一層の住民の加齢による高齢化を促進
した．
住景観に関する取り決めが成立して以来，桜ケ
丘地区は一般市街地のような自然的な街の遷移過
程を経ることなしつまり交通・商業施設を含め
た生活利便性の向上がとくに図られないまま推移
してきた． もともと当地区は高級住宅地として整
備され，ただでさえ交通モビリティが低しまし
てやニュータウンのような駅の開発をも含めた完
結整備型開発でないだけに，自然的な街の遷移過
程のわ東結」は，住民の加齢によって通院行動・
余暇行動に予期せぬ問題を突きつけるようになっ
た．それは，交通面において京王電鉄の地域独占
支配の影響を受けた，偏ったパスの交通体系にも
原因があるが，京王側はバス停設置の際の住民と
の衝突を恐れ，自ら進んで改善しようとはしな
力、っ？こ．
一方，住民意識に関しては，従来は住景観保全
運動にみられるように，住環境重視型意識が大勢
を占めていた．しかし加齢に起因する身体能力
の衰えは，丘陵地に特有の坂・階段の多さとあい
まって，あくまで住景観の保全（快適性）を前提
としつつ，利便性の向上も願う中間型に，大半の
住民の意識を変えた．さらに，若干ながら，「近く
にバス停を」，「近くに商店を」望む生活利便性重
視型の住民も輩出している．
とくに，医療機関への利便性確保が急務である
ことを受けて，当の住民は多摩市に新たな交通機
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第16図 桜ケ丘地区住民が感じる当地区内の交通不便地域
出典アンケー卜調査結果により作成．
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関を要望した．折よく他の交通不便地域からも
桜ケ丘同様の要望が出され，市は対応に乗り出し
た．その結果，赤字分を市が補填することを前提
に，多摩市は京王パスに業務を委託し，桜ケ丘地
区に多摩市ミニパスが登場することになった．そ
れにより，孤立的だった当地区内の交通体系は改
善きれ，周辺地区へのアクセスの向上，医療機関
への足の確保が実現した．
ミニパスの運行頻度はまだ少なく，住民の大半
は地区内のミニパス導入に肯定的てーあるが，利用
する人と利用しない人との聞で認識の差が生じ，
後者においては，自由回答で，「通過交通を増やさ
ない程度に」と答えた人と，自らの歩行困難のこ
とを考え，「是非増発を」という人に分かれている．
ただし， ミニパスの運行は，多摩市が手がけてい
る福祉対策とは異なるので，今回は試験的な試み
の色彩が強〈，増発は難しい．また，住民からの
要望を実現するためには，自治体の財政難と，特
定の地域を特別扱いできないという公平性の問題
の二つを克服しなければならず，生存の確保に関
わるもの（例えは、，水道，ガス，電気）以外の住
民の要望をかなえるにはかなりの時間を要する．
しかし， 1995年の運行開始以来利用客が50万人を
超えた武蔵野市のムーパス（平成9年10月23日の
日本経済新聞の記事による）のように， ミニパス
の効果次第では今後もこうした事業を拡充するこ
との可能性は残されている．地区内においてなお
も交通不便地域は存在しているので，短距離路線
に大型パスを走らせるよりも，日中だけでも利用
実態にあわせてノてスを小型化し，当地区内をくま
なく経由して他の地区へ抜ける形でのパスの運行
が今一番望まれているのではないだろうか．
しかし， ミニパスだけでは，当地区の問題の一
端を解決したにすぎない．当地区は，分譲当初か
らインフラが完備していたために，入居開始後の
自治会の成立のきっかけが無かったこともあっ
て，自治会成立に他所以上に時を要した経緯があ
る．また，高級住宅地だけあって，堅固な塀に閉
まれた「一国一城的な家Jが多く，個々の家庭の
プライパシ一重視の強さがうかがえる．近隣関係
の在り方について， 7割前後の人が入居時とほと
んど変わっていないと答えたことからうかがえる
ように（第15図参照），そうしたプライパシ一重視
の気質が，街の成熟過程において近隣関係を依然
として希薄なものにしている可能性が高い． とり
わけ危倶されるのは，深刻な高齢化を迎えている
現在において，家族だけでは老人介護が不可能で、
あるにもかかわらず，プライパシ一重視の気質が
それを妨げている点である．また，核家族化の時
流とあいまって孤立家庭が増えようとしている．
いずれにしても住民同士の結びつきの弱さは，持
続可能なコミュニュティを特徴づける一つの要素
である「アイデンティティ」（川村・ 4、門， 1995,
p.101）の喪失につながる叫．
持続的な街を形成するためには，高齢者でも気
軽に他の地区へ行くことができる接点整備，桜ケ
丘地区に即していえば，高齢者のニーズに合った
交通手段と，丘陵地上における生活関連施設の整
備が必要である．施設整備の中で最も重要なのは，
人とのつながりを促進させるような施設の整備で
あり，高齢者の生活にゆとりと安らぎを与える公
国・コミュニテイ施設造りである．
多摩市は，平成3年に各地区でコ ミュニティセ
ンターを開設しているが，桜ケ丘地区については
その立地場所に問題があるといえる．当地区内で
は， もともと緑地・公園・道路等のオープンスペー
スが十分に確保されにくく，ほとんどの土地は個
人所有になっているため，余っているスペースに
新たに施設を造るといった抜本的な街の改善・修
復はむずかしい．また，当地区において多摩市の
市有地は地区周縁部にしかなく，桜ケ丘コミ ュニ
ティセンターならびにそれに隣接する唯一の地区
公園である原峰公園も如何せん3・4丁目から遠
すき、るのである（写真10・11).
また一方では，当地区においても空き地が目
立ってきている（写真12）.分譲時に土地だけ購入
してまだ移り住んで、いないもの，住民の加齢に伴
う宅地の更新過程における主として相続がらみに
よる空き地で，更地状態で売り出し中の看板が出
ているもの，雑草や手入れきれていない樹木が目
立つ廃屋のようなものまで散見される．そうした
光景は，とりわけ，深刻な高齢化を迎えている 2・
3丁目において顕著にみられる．こうした高級住
宅地の荒廃をくい止める意味で，付近に避難場所
が不足する当地区では，そうした空き地を災害時
の避難場所に有効利用することが，交通問題の解
決とともに必要かと思われる．
若い頃は，近所とのつきあいがなくてもとくに
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写真10 桜ケ丘2丁目に立地する原峰公園（地区
内唯一の地区公園であり，若い主婦らの
コミュニケーションの場となっている）
写真12 更地となっている区画
支障がなかったかもしれないが，年をとると近隣
との助け合いも必要になる．在宅福祉サービスな
どの拠点施設を地域に根付いたサービスとするた
めに，地域住民支援のセンターを市単位ではなく
町丁ごとに配置するなどして，地域住民相互のふ
れあいを実現していかねばならない．とかく健康
な人は大きな変化を求めない傾向があるものの，
古い開発団地ほど，弱者の視点に立ってみれは、，
変えるべき部分も多いのではないかと思われる．
交通のようなハー ド面での問題にしても，またコ
ミュニティ形成のようなソフト面での問題にしで
も，若い頃の自由に活動ができたときの発想、のま
までは，すべての街づくりにおいて住民が高齢化
した際に当然問題が生じる．街が成熟するにつれ
て，変わらなくてはいけないもの，変わってはい
けないものを地区住民全員で考え，それを自治体
写真11 原峰公園と隣接する平成3年に開設され
た桜ケ丘コミュニティセンター（ゅう
桜ケ丘）
の政策に反映させうる体制が構築されたとき，真
に持続的な街が形成されるであろう ．
本稿を作成するに当たり，聞き取り調査に快く応じ
ていただいた多摩市高齢福祉課課長の山本栄一氏をは
じめとする交通対策課・土地管理課 ・情報管理課・行
政資料室の皆様，および京王電鉄株式会社開発事業部
の寺崎稔氏，同自動車事業部の山城良洋氏，ならびに
アンケー卜調査へのご協力のみならず貴重なご意見を
賜った多摩市桜ケ丘連合会会長・桜ケ丘2丁目の会会
長の門脇春男氏，東桜寿会会長の新美嘉彦氏，桜寿会
会長の中井和夫氏，同副会長の追林芳茂氏，およびア
ンケート調査にご協力頂いた桜ケ丘地区住民の皆様に
厚〈御礼申し上げます．また， GIS操作上のアド‘パイ
スをいただいた石崎研二氏にも謝意を表します．なお，
本稿の作成には平成8・9年度文部省科学研究費補助
金の一部を使用した．
（東京都立大学大学院都市科学研究科大学院生 ・
東京都立大学大学院理学研究科）
、 ?
1）分譲時から現在に至るまで桜ケ丘2丁目行きの
パスが運行されており，深夜パスまで走らせてい
る点からして，当地区に対する京王電鉄の気の使
いようが表われている．
2) 1995年時点で，大学 ・短大 ・旧市I]高等学校卒業
者が住民の49%,1,000万円以上納税の高吉郎昨得者
が45人（全世帯の1.9%）である．ちなみに高齢化
が進展する以前の1980年の時点では，高額所得者
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は232人（全世帯の10.7%）てあった．
3）国勢調査基本単位区とは，国勢調査を行なう際
の最も小さな単位で，おおよそ50世帯を l単位と
する．
4）ニュータウン地区は，新住宅市街地開発事業区
域と土地区画整理事業区域に分類される．前者で
は，新住宅市街地開発法に基づいて強制的に土地
が買い占められ，公的デベロッパーによる画一的
な住宅団地が形成されている．後者では，自治体
によって宅地造成は行なわれるものの，事業費を
土地所有者がまかなうため，造成後の土地利用の
ほとんどは地主の意向で決定される．その結果，
現在においても民間アパート・マンション等に混
じって畑が点在している．
5）都市計画制度は昭和48年に制度化された．土地
に対して用途を制限することによって，無秩序な
土地利用を避けることを目的としていた．それに
対し地区計画制度は，都市計画制度ではカバー
できなかった建築物等の細かな規制を可能とした
もので，地域の個性 ・特性に合った環境整備を目
指したものである．それを施行するためには，自
治体は住民の了承を得なければならない．現在全
国で300近くもの自治体がこの制度を適用してい
るが，主に良質な住宅地の環境維持を目的にした
ものがほとんどであり（日笠， 1997），桜ケ丘地区
で結ぼれた地区計爾も， 2丁目に対して締結され
た建築協定と同様の内容を有している．その効力
は，建築協定と異なり半永久的に続く． 一般に自
治体が地区（住民）に適用を促すのだが，この場
合，住民側から自治体に陳情した非常に希なケー
スであった．
6）通常，65歳以上を高齢者とみなすことが多いが，
ここでは， 65歳を境として急に身体能力が変化す
るわけではないと考ふ対象年齢を広げて50代後
半以上の住民に対してアンケートを行なった．
7）多摩市は，多摩市高齢型社会総合計画を立てる
段階で，多摩市在住の高齢者2,000人に対して高齢
化に関する意識を把握するために調査を行なっ
た．以下の引用部分はその結果の一部である．
8）持続可能なコミュニティを特徴づける要素とし
ては次のものがある（川村・小門，1995,pp 
99 121). (1）アイデンティティ，（2）自然との共生，
(3）自動車の利用削減，（4）ミックストユース（職住
近接）， (5）オー プンスペー ス，（6）画一的で、なしい
ろいろ工夫されたハウジング，（7）省エネ・省資源．
文献
秋山哲男（1987).高齢者のハンディキャップと外出特
性に関する考察．都市計画 （別冊）学術研究論文集，
22, 547 552. 
井上由美子（1998）。 『バリアフリーーサイン計画とま
ちづくり』中央法規出版， 210p.
江波戸昭（1987) 『東京の地域研究1大明堂， 393p.
川村健一・小門裕幸（1995）：『サステイナブル・コミュ
ニティJ学芸出版社， 206p.
今朝洞重美（1979）ー東京郊外における高級住宅地の変
容．駒沢大学文学部研究紀要， 37, 15-24. 
貫太田・竹山鳥祥夫・紙野桂人（1991) ニュータウン
における人口高齢化に関する研究一千里ニュータウ
ンの場合一． 都市計画論文集， 26,679-684. 
鈴木克彦（1992) 『すぐに役立つ「建築協定」の運営
とまちづくり』鹿島出版会， 187p.
高橋勇悦編（1992) 『大都市社会のリストラクチャリ
ング』日本評論社， 26lp.
多摩市公民館（1993）・ 『高齢者向けサービス調査報告
書』多摩市， 90p.
多摩市福祉部高齢福祉課（1992) 『多摩市高齢型社会
総合計画』多摩市， 16lp.
直井道子（1990) 余暇行動と幸福感．森岡清志・中林
一樹編 『変容する高齢者像j日本評論社， 141-157.
長津一郎（1965）：京王線にそって．地理， 10(1),81-87. 
中林一樹（1990）：都市生活者の災害問題と防災まちづ
くり．望月利男・中野尊正編 『巨大地震と大東京圏』
日本評論社， 219249. 
中林一樹・矢野桂司（1990) 高齢化すすむ東京大都市
圏．森岡清志・中林一樹編： 『変容する高齢者像J日
本評論社， 1132. 
日笠端編（1997）；『都市計画』（第3版）共立出版，
349p. 
松原宏（1982a) 東急多摩田園都市における住宅地
形成．地理学評論， 55,165-183. 
松原宏（1982b) 大手不動産資本による大規模住宅
地開発の地域的展開．経済地理学年報， 28,279-195. 
松原宏（1984) 民間ディベロッパーの街づくり．地
理， 29(2), 32 42. 
水内俊雄 ・綿久美子（1996) 戦前期開発の郊外住宅
地形成史一大阪狭山市の狭山（自由丘）住宅地を事
例として ．地理科学， 51,34 54. 
三谷今日子（1997) 過疎山村における高齢者の生活行
動ー島根県瑞穂町の2集落を事例として一．地理科
学， 52,43 59. 
三谷豪・杉浦芳夫・山根拓（1995) 多摩ニュータウ
ン諏訪・永山地区における高齢者の分布とその住環
境評価に関する研究．総合都市研究， 56, 5 35. 
-84-
